
別記第１号様式（第４条関係）	

                                                       　　　　令和　　年    月    日
  

熊本県中小企業団体中央会会長　様
                    


	所　在　地
	〒


	商店街組織
の名称
	

	[bookmark: _Hlk224723274]代　表　者
職・氏名
	


	課税・免税
事業者の別
	課　税　・　免　税　
※どちらかに○

	申請回数
	　　　　　　　　　回目


※連携申請の場合は代表となる商店街組織の名称等を記入


[bookmark: _Hlk224747430]熊本県商店街等売上回復支援事業費補助金交付申請書

　熊本県商店街等売上回復支援事業を実施したいので、金　　　　　　　　円を交付されるよう熊本県商店街等売上回復支援事業費補助金交付要項第４条の規定により下記の書類を添えて申請します。
記
１　補助事業計画書（別記第２号様式）
２　見積書の写し（１件当たり税込１０万円を超えるものについては２者以上）
３　仕様書、カタログ、図面等の見積書の内容がわかるもの
４　定款、規約又は会則等の写し
５　申請日時点での組合員、会員名簿
６　県税に未納の税額が無い証明書
７　誓約書（別記第３号様式）

　　　　　　　　　 　＜担当者連絡先＞
	担当者職・氏名
	

	連絡先電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	





別記第２号様式（第４条関係）		
補助事業計画書

１　申請者の情報
	(1) 申請者（団体）の名称
	

	(2) 所在地
	熊本県

	(3) 代　　 表 　　者
	(職名)
	(氏名)

	(4) 設立年月日
	　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	(5) 組合（会）員数
	
	人（申請日時点）



２　事業着手日（発注等を開始する日であって、事業（イベント）実施日ではない）
	 事業着手日
	　　　　年　　月　　日


　※この日の３週間前までに申請すること

[bookmark: _Hlk224747678]３　補助事業の概要　　※連携申請の場合は○で囲む　→　連携申請
	[bookmark: _Hlk224727214](1) 事業(イベント)名
	　


	(2) 事業実施日（期間）
	

	[bookmark: _Hlk224727708](3) 事業実施場所
	

	(4) 事業の具体的内容
	















	[bookmark: _Hlk224724471](3) 組合員(会員)の売上回復への効果
	



	(4) その他
	

	[bookmark: _Hlk224726765](5) 事業の完了予定日
	　年　　月　　日
	原則として交付決定日から６か月以内で自ら定め、その日までに経費の支払等すべてを完了

	(6) 実績報告書提出期限
	　年　　月　　日
	(5)の翌日から１４日以内


（注）年度後半に実施するものについては、(5)は事業完了日の最終期限（令和９年１月２５日）、(6)は実績報告書の最終期限（令和９年２月４日）内となるように設定すること。

３　収支予算書
(1) 収入計画
	項　　目
	収　入　額
	備　　考

	① 県補助金
	円　　
	商店街等売上回復支援事業費補助金

	② 自己資金
	円　　
	

	③ 借入金
	円　　
	

	④ その他（　　　　　　　）
	円　　
	

	計
	円　Ａ
	


　　
(2) 支出計画
	項　　目
	事　業　費
	発注等「着手」予定年月日

	① 
	円　　
	年　　月　　日　　

	② 
	円　　
	年　　月　　日　　

	③ 
	円　　
	年　　月　　日　　

	④ 
	円　　
	年　　月　　日　　

	計
	円　Ｂ
	


※欄が不足する場合は適宜欄を追加すること
※Ａ＝Ｂとなること
※算出根拠となる見積書を添付すること

[bookmark: _Hlk224748051]４　補助金交付申請額　	
	(1) Ｂ×３／４（千円未満切り捨て)
	　　　　　　　　　　円　　

	(2) 補助上限額
※別表①②に応じた上限額を記載
	　　　　　　　　　　円　　

	[bookmark: _Hlk224725161](2) 補助金交付申請額
　※(1)又は(2)のいずれか低い額
	　　　　　　　　　　円　　


※交付申請書（別記第１号様式）に記入



別記第３号様式（第６条関係）
誓　　約　　書

当組合は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後において、下記事項のすべてを誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記
１　会長から検査、報告、是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。

２　申請書類等に不正等が判明した場合は、補助金の返還及び交付を受けた団体名などの情報を公表されることに同意します。

３　申請に記載された情報について、熊本県から依頼があった場合及び連合会の他の業務で利用する必要が生じた場合、提供することに同意します。

４　当組合は、暴力団（熊本県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではなく、事業者の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、又は使用人その他の従業員等、経営に参画するものをいう。以下同じ。）も、暴力団員（同条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではありません。

５　役員等は、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していません。

６　役員等は、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していません。

７　役員等は、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有していません。

８　交付要綱の規定を順守し、実績報告をはじめ、補助金額の確定のために必要な書類等について、遅滞なく提出します。

熊本県中小企業団体中央会会長　様

　令和　　年　　月　　日
	所　　在　　地
	

	事業者名
	

	代表者職・氏名
（自署）
	





